
平成29年度事務事業進行管理表(事務事業計画・予算管理)
１ 事業概要 課等No. 58 事業No. 169

事務事業名 農業委員会事務
会計 一般会計

事業区分 経常 実施区分 継続

担当課等名 農業委員会事務局 開始  終了  

根
拠

主要区分 主 記号 計画等名称

戦略計画
   

   

   

分野別計画
  

  

  

法令・例規等
○ 農業委員会に関する法律

 農地法

 農業者年金基金法　ほか

事業目的
対象 飯田市農業委員会に付託された各種法令等に基づく業務

意図 適切かつ円滑な実施

２ 事業内容

事務事業を進める
上での課題認識

(前年度評価)

農業委員、農業委員会事務局職員が連携して農地法等の申請諸案件について、書類審査や現場等の情報収集を行い審

議を実施し、農地の利用集積、遊休農地の解消、農業者年金の新規加入に関しても積極的に推進します。

改正農業委員会法により平成29年７月から新たな組織体制となり、法に基づく農地利用最適化活動を行います。

29年度
取組

取組内容 経費の内容 事業費(千円)
法令業務における現地調査・審議を毎月実施します。

各地区での農地相談会を開催し、農地に関する問題、担い手への

農地調整、農業者年金受給による老後の生活安定等について対応

します。

農地転用許可権限指定市として法令等を遵守した適切な事務処理

を行います。

農地基本台帳を整備し、必要な情報を適時反映させ、農地利用の

円滑化が行えるように情報管理をします。

農地利用状況調査で発見された遊休農地・荒廃農地所有者に対し

て意向調査を行い、農地中間管理機構等を利用して農地の復旧に

繋げます。

農業委員(19名)・推進委員(19名)報酬 19,107

農業者年金加入推進 2,003

国有農地草刈業務 227

農地利用状況調査 201

  

  

  

  

  

その他の経費 7,052

活動指標

指標名　(数値で表せる活動量) 単位
平成29年度

計画
平成30年度

 
平成31年度

 
平成32年度

 
法令に基づき正しく審議された案件割合 ％ 100    

農地相談件数 件/年 180    

農業者年金新規加入者数 人 5    

意向調査実施、回収割合 ％ 45    

      

      

29年度
予算

財源の状況(千円) 当初予算額 特定財源内訳及び補足事項
事業費　計 28,590 (県)農業委員会交付金（国10/10)　3,840千円

(県)機構集積支援事業費補助金（国10/10)　211千円

(県)国有農地関係事務補助金（国10/10)　226千円

(そ)農業者年金業務委託手数料 2,003千円

(そ)農家台帳コピーサービス　10千円

国庫支出金 0

県支出金 4,277

地方債 0

その他 2,013

一般財源 22,300

３ 事務事業を構成する予算科目
番
号

会
計

款 項 目
大
事
業

中
事
業

当初予算額
中事業名(科目名称)

現計予算額

1    1 6 1
 
1  10

 
1

4,938

0
農業委員会総務費

2    1 6 1
 
1  11

 
1

21,267

0
農業委員会活動推進事業費

3    1 6 1
 
1  12

 
1

2,003

0
農業者年金事業費

4    1 6 1
 
1  13

 
1

382

0
農地調整事務処理事業費

5       
 

 
 

6       
 

 
 

7       
 

 
 



(環境ISO管理)

事業No. 169 事業名  農業委員会事務 農業委員会事務局

環境側面
常
時

非
常
時

緊
急

評
価
１

評
価
２

評
価
３

評
価
４

評
価
５

評
価
６

著
し
い

法令順守 要求事項 中間 年間

一般事務 〇   － × × － × －      

リスク・機会

環境目標
①実施事項
②達成期限（いつまでに）
③結果の評価方法（どのような水準で）

環境目標達成のための手段・方法・手順

中間評価 年間評価

進捗状況・成果
達成
状況

進捗状況・成果
達成
状況   農業委員会法令業務等

年度内

違反転用等法令違反発生件数を０

件とする

農地法等に基づく審査業務において職員間

での情報共有、審査基準の確認徹底を行い

、計画の確実性を確認し、違反案件発生を

無くし、農地利用促進に繋げる。

4月局内会議で申請書受付、チェ

ック体制等を再確認し窓口対応を

行っている。業務の状況により常

に複数職員による窓口対応はでき

ないものの、落ち度のないよう窓

口対応には気を配っている。目立

ったトラブル、転用違反はない。

○

一年間を通じて法令順守は徹底さ

れ、申請者、権利者、関係者から

の業務に対する疑念をもたれるよ

うなことはなかった。 ○



平成29年度事務事業進行管理表(事務事業計画・予算管理)
１ 事業概要 課等No. 58 事業No. 170

事務事業名 農地流動化促進事業
会計 一般会計

事業区分 政策 実施区分 継続

担当課等名 農業委員会事務局 開始 H11 終了  

根
拠

主要区分 主 記号 計画等名称

戦略計画
   

   

   

分野別計画
 地域経済活性化プログラム2017

○ 農業振興ビジョン

  

法令・例規等
 農業経営基盤強化促進法

 飯田市農地流動化促進事業補助金交付要綱

  

事業目的
対象 農振農用地を借りる認定農業者

意図 農業経営規模拡大等の費用負担軽減、遊休農地発生抑制と利用集積

２ 事業内容

事務事業を進める
上での課題認識

(前年度評価)

耕作放棄等による荒廃農地の増加・拡大を抑制し農地の有効利用が進むよう、農地中間管理機構を活用し新たな担い

手への集約化など、引き続き農地の流動化を促進していく必要があります。

29年度
取組

取組内容 経費の内容 事業費(千円)
認定農業者が農用地区域内の農地を借り受け、農業経営の改善及

び農業生産の増進を図るとともに、農村環境の向上、活性化に寄

与する等、良質な農地を遊休化しないよう流動化を促すため、補

助金を交付します。

農地利用状況調査データを地区内にて情報共有を行い、認定農業

者への利用集積を調整します。

補助金単価　3年以上～6年未満　　7,000円(10a当り)

　　　　　　　　6年以上～10年未満　16,000円(〃)

　　　　　　　　10年以上　　　　　　　　27,000円(〃)

農地流動化促進事業補助 2,600

  

  

  

  

  

  

  

  

その他の経費 0

活動指標

指標名　(数値で表せる活動量) 単位
平成29年度

計画
平成30年度

 
平成31年度

 
平成32年度

 
認定農業者１人当たりの集約農地面積 a/年 20    

      

      

      

      

      

29年度
予算

財源の状況(千円) 当初予算額 特定財源内訳及び補足事項
事業費　計 2,600  

国庫支出金 0

県支出金 0

地方債 0

その他 0

一般財源 2,600

３ 事務事業を構成する予算科目
番
号

会
計

款 項 目
大
事
業

中
事
業

当初予算額
中事業名(科目名称)

現計予算額

1    1 6 1
 
1  20

 
1

2,600

0
農地流動化促進事業費

2       
 

 
 

3       
 

 
 

4       
 

 
 

5       
 

 
 

6       
 

 
 

7       
 

 
 



(環境ISO管理)

事業No. 170 事業名  農地流動化促進事業 農業委員会事務局

環境側面
常
時

非
常
時

緊
急

評
価
１

評
価
２

評
価
３

評
価
４

評
価
５

評
価
６

著
し
い

法令順守 要求事項 中間 年間

一般事務 〇   － × × － × －      

リスク・機会

環境目標
①実施事項
②達成期限（いつまでに）
③結果の評価方法（どのような水準で）

環境目標達成のための手段・方法・手順

中間評価 年間評価

進捗状況・成果
達成
状況

進捗状況・成果
達成
状況   農地の集積（売買・貸借）

年度内

９０ｈａ以上とする

担い手の取得希望農地所有者との調整

利用権設定更新手続きの調整

農地中間管理事業への利用権設定案件の移

行調整

担い手への集約調整

農地利用最適化推進委員、職員の情報共有

中間管理事業を強化推進する方向

性を農業課と共有し、8月役員会

、9月最適化推進委員会にて最適

化推進委員による中間管理事業手

続取組について了承を得て、9月

より取り組んでいる。9月公告現

在で34.3ha

○

年間を通じて92.4haの農地の集

積をおこなうことができた。今後

も農地利用最適化推進委員の活動

を強化し、農地の集約化を進めて

いきたい。

○


